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研究成果の概要（和文）：本研究は、①抗議参加について、②統一した理論枠組みおよび分析デザインを用い
て、③アジアとラテンアメリカの地域間比較を行ったものである。管見では、類似のテーマに取り組んだ研究は
存在しないが、抗議行動についての地域間のステレオタイプに挑戦する試みである。具体的には、ボリビア、カ
ンボジア、モンゴルという異なった背景を持つ３カ国で独自のサーベイを行った。多くの点で異なった背景を持
つ国家間の比較であるが、共通する争点イシュー（土地問題）と理論枠組み（国家の役割）を立て、検証を行っ
た。極めてレアな比較研究デザインであることから、時間をかけて複数の国際学会で報告を行い、英文ジャーナ
ルへの投稿を予定している。

研究成果の概要（英文）：This research addresses protest participation in Asia and Latin America 
using a shared theoretical framework and analytical design. It deals with an underexplored 
comparison across regions and challenges stereotypes which assume Asian people be less active in 
joining protests than Latin American. A challenge in inter-regional comparison is a large number of 
potential confounders which raises the bar for tackling omitted variable bias in observational 
studies. We homed in on this problem with original survey experiments in Bolivia, Cambodia, and 
Mongolia, conducted during August-December 2018. In our framework, we posit that people’s 
proclivity to join a protest on land problem differs along the way they perceive the state’s role 
in intermediating societal interests. In brief, states are perceived as fearful autocrats, 
paternalistic mediators, challenged icons, or porous enforcers. The dominant image, we argue, 
influence diverse attitudes of people under each type of authority.

研究分野： 比較政治学

キーワード： 抗議行動　地域間比較　ボリビア　モンゴル　カンボジア　サーベイ実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、これまでに世界複数地域・複数国で実施されたサーベイが陥りがちな欠落変数バイアスに対処するも
のであり、実験的な手法を取り入れた点に意義があると考えられる。従来のサーベイでは、異なった条件下での
効果の不均質性(effect heterogeneity)について、無数の背景条件の中からアドホックに要因を仮定して検証す
るものであったが、高い異質性が想定される中でそうした検証が果たして妥当なのかという疑問があった。こう
した懸念は、背景条件が大きく異なる複数地域の比較研究ではより高く、「地域研究」の存在意義でもあったと
いえよう。本研究はそうした検証方法の課題について一石を投じるものと言える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、アジアとラテンアメリカという地域間の比較を通じて、抗議行動の発生コンテクスト
についての実証研究を行うものである。20 世紀後半から 21 世紀に入り、ラテンアメリカでは抗
議行動研究が盛んになされてきた。その背景には、抗議行動が民政移管の推進力であり、その後
の政治運営に重要な影響を及ぼしてきたことがある。それに対してアジアは、つい最近まで抗議
件数や参加の度合いが比較的少ない地域とされてきた。抗議行動が民政移管に直接的な影響を
与えたのはフィリピンと韓国に限られた。アジアとラテンアメリカを比較検証した M.アルセと
W.キムは、1970～2006 年の抗議データをもとに計量分析を行い、経済自由化に対してラテンア
メリカでは抗議が高まったのに対して、アジアでは逆に抗議動員が低下したという分析結果を
示した。 
アジアとラテンアメリカという 2 つの地域を俯瞰した時、本当に地域毎の相違が存在するの

だろうか？本研究は、この問いは経験的に検証されておらず、「神話」になっていると考える。
具体的には上記のアルセとキムの研究に対して、より厳密な方法での再検証を行う。2011 年の
彼らの論文は、計量分析を用いて地域間比較を行った稀有な研究だが、もし抗議参加について地
域間で違いがあるとしても、何がその原因なのかを頑健かつ明晰な形で明らかにしたわけでは
ない。 
アジアでも近年はマレーシアや台湾といった権威主義体制の伝統が強い抗議行動が起きてい

るし、タイやフィリピンでの街頭での政治参加は他地域と遜色ない。さらに、近年の香港やミャ
ンマーでの抗議は、チリやペルーでの抗議と同様に、国際世論の中で高い注目を集めるようにな
っている。こうした動きは、多くの国で民主主義が「唯一のゲームのルール」となったあと、選
挙や政党、議会を通じた代表制民主主義の「危機」や「機能不全」がささやかれる中で、抗議行
動が民主的な市民参加のあり方の 1 つとして注目されていることを反映している。また、（競争
的）権威主義体制下にあっても、抗議が観察されており、そうした類似現象がどのような性質や
メカニズムを有するかは興味深いテーマである。 
しかし、抗議参加についての地域間の実証研究は、不十分なものに留まってきた。抗議がどの

ように発生するかについては、様々な要因が指摘されてきており、多くの蓄積がある。しかし、
指摘される要因は複数あり、不満・組織・機会の存在といった極めて抽象的なレベルを超えては、
理論的な収斂が見られるわけではない。このように変化しつつある情勢について、どのように理
論的発展が説明できるのか、そして地域毎にまとまった傾向が見られるとの説がどこまで妥当
なものと言えるのか、一つのパズルである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、アジアとラテンアメリカという地域間の比較を通じて、抗議行動の発生コンテクス

トについての実証研究を行うものである。21 世紀に入り、ラテンアメリカでは大規模な抗議行
動がしばしば大統領を退陣に追い込み、抗議行動研究も盛んであったのに対して、アジアはつい
最近まで抗議行動が比較的少ない地域とされてきた。しかしこの理解は十分に検証されておら
ず、「神話」のようなものであった。一部の実証研究は、クロスナショナル・レベルでアジアと
ラテンアメリカそれぞれの地域ごとに異なった傾向があることを指摘しているが、それがナシ
ョナル・レベルで何を意味するのか、なぜ傾向が異なるのかは未解明だった。本研究は、地域間
比較という視覚から、抗議・社会運動史の再検討、地域ごとの抗議参加についての言説、さらに
独自サーベイを利用した抗議参加者についての実証研究といった方法を通じて、この「神話」を
再検討するものである。  
 
３．研究の方法 
 
本研究では、2018 年８〜１２月にボリビア、カンボジア、モンゴルにて独自サーベイを実施

した。これらの国は、アジアとラテンアメリカのそれぞれにおいて、社会経済レベルが比較的低
く、政治経済の制度的発展や人々の生活インフラの発展という点でいずれも課題を抱える。その
ために、人々は土地の所有の不透明性やそれをめぐる社会紛争といった類似の抗議誘因を持つ。



他方でこの３カ国は、独立や民主化の時期、歴史的背景、主要産業、政治体制など多くの点で異
質性が高く、同様の抗議誘因を持っていたとしても、様々な理由から抗議が動員されなかったり、
あるいは参加しなかったりすると考えられる。そこでこれら３カ国にていくつかの仮想シナリ
オを提示し、それに介在する条件を複数設定した上で、異なる条件を無作為に割り当てた場合に、
どのようにサーベイ参加者の回答動向が異なるかを比較する方法をとった。 
本研究では、公開されている既存のサーベイデータや他の資料も用いるし、我々が過去に現地

で得てきた知見についても活用する。しかしそうした既存情報は、アドホックな仮説を示す上で
は役に立つとしても、仮説検証に際しては制約がある。また、検証すべき仮説に対応する質問項
目が存在しなければ検証は不可能である。そのため、独自のサーベイ調査を実施した。 
 
４．研究成果 
 
 2021 年 5月現在、最終成果については国際ジャーナルに投稿すべく準備中である。2019 年度
から 2020 年度にかけて国内外の学会にて発表しており、その中で得たいくつかの論点について
検討する必要がある。いくつかの理由から、最終成果の論文化には遅れが生じている。まず、本
研究が独自サーベイを行なった３カ国についての比較研究は存在しない。また、地域間比較につ
いての主だった理論的・方法論的知見も見つけるのが困難である。これまでも地域間比較研究は
存在するが、①異なった地域にあっても似通った条件を有する国を扱うか、あるいは②地域間の
違いについては基本的に想定しない一般理論研究が多い。そのため、議論の足場を築くために、
政治学や社会学、地域研究だけでなく様々な学術分野での取り組み動向についても目を配る必
要がある。とりわけ社会心理学で、例えば米国と日本などアジア諸国との間で、文化的背景の違
いが人々の異なる行動を促す可能性が盛んに議論されており、そうした知見も踏まえる必要が
ある。また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、予定されていた国際学会が延期となった
他、現地渡航による成果共有が難しくなるなどの影響があった。 
本研究の成果は、概ね以下の点にまとめられる（現時点では暫定的なものである）。まず、抗

議への一般的な参加経験については、ボリビアが他の２カ国と比べて高い。これは過去のサーベ
イでも見られたものであるが、そもそもボリビアはラテンアメリカ諸国の中でも一貫して参加
頻度が高いため、地域間の違いなのか、あるいは国単位の違いなのかは明確ではない。 
本研究の独自サーベイでは、国家の役割に焦点を当て、恐怖独裁(fearful autocrats)、家父

長的調停者(paternalistic mediators)、挑戦の対象(challenged icons)、不十分な執行者
(porous enforcers)という 4つの理念型を想定した。すなわち、多様な背景があるものの、それ
ぞれの国における国家の役割が抗議参加について影響を与えているとの仮説を立てた。この仮
説から導かれる含意は、何らかの抗議誘因があった場合に、国家がどのようにそこに介在するか
によって抗議参加態度が異なるというものである。独自サーベイの結果からは、カンボジアで恐
怖独裁、モンゴルで挑戦の対象、ボリビアで不十分な執行者としての理念型が当てはまる傾向に
あることが明らかとなった。こうした国家の役割は、国家の介在のあり方について、サーベイの
中でランダムに割り当てられているため、他の要因から独立して効果を及ぼすことが確認され
る。もっとも、こうした違いだけが抗議参加を決定するわけではないし、サーベイが実施された
2018 年下半期以外にも本研究が想定する国家像が同様の効果を持つかどうかは今後の研究課題
である。 
以下では、各年度の研究実施内容をまとめる。 

 
4.1 2016 年度の研究実施内容 
 
2016 年度は、7月の採択決定を受けてから研究課題についての作業方針を再確認し、それぞれ

(a)資源開発と抗議行動、(b)選挙と抗議行動、(c)国政との関係、(d)少数民族や少数者の視点、
(e)大統領への権力集中といったテーマについて検討を進めた。 
 また、比較対照可能性をもつ国々を探ることを念頭に置きながら、アジア・ラテンアメリカの
それぞれについて研究課題に沿った準備を進め、フィリピンやペルー、ボリビアといった専門と
する国と専門分野についての研究業績を発表した。2016 年 11 月～2017 年 2 月にかけて、国際
的なセミナーやシンポジウムを参加・企画し、アジアとラテンアメリカ諸国についての最近の動
向と学術研究の潮流をフォローするようにした。 
 こうした成果と深められた知見を持ち寄って、1 月 17 日に名古屋大学にて集中ミーティング
を実施した。その場では、これまでの抗議行動研究の理論的潮流を簡潔に確認した上で、サーベ



イを用いる場合にどのような形で抗議行動を問うことが有望か、地域間比較をする際のメリッ
トとデメリットは何か、地域間比較を行う際の有望な対象国はどこかといった点が議論された。
次年度に向けて、問題意識を共有しながら、それぞれが研究を進めることが確認された。 
 こうした背景を設けて、アジアと南米への出張を 2017 年 2月～3月に実施した。その中では、
世論調査会社や統計機関とのコンタクトし、サーベイ実施にあたってのフィージビリティ調査
を行った。詳細はサーベイのデザイン次第ではあるが、いくつかの有望な対象国について検討を
行うことができた。 
 
4.2 2017 年度の研究実施内容 
 
2017 年度は、翌年度に実施する世論調査に向けた準備が主な作業内容であった。準備作業の

中身としては、（１）調査対象国であるボリビアとカンボジアにおいて世論調査会社と折衝を行
い、調査実施体制の検討を行うこと、ならびに（２）調査方法についての政治学理論、ボリビア
とカンボジアの事例研究、および調査方法論についての検討を行うことが必要とされた。これら
を行う上で、研究代表者は以下の作業を行なった。同時に、各研究分担者にはそれぞれ事例研究
を進めてもらった。 
  １）調査方法論について、検討を深めた。2017 年 7月 7日関西学院大学での研究会に参加し、
類似の方法で政治現象の複数国間比較を行なった研究について知見を深め、議論に参加した。ま
た、2018 年 1 月 25 日、名古屋大学政治学ランチセミナーにて、本調査の持つ方法論についての
問題と対応策を発表し、意見交換を行なった。 
  ２）調査会社とコンタクトを行い、見積と調査体制について打ち合わせを行なった。2017 年
11 月 24 日にカンボジアで世論調査会社と打ち合わせを行い、調査費用の見積と調査体制につい
て確認した。2018 年 3 月 8日～25日にボリビアに出張し、世論調査会社と打ち合わせを行い、
調査費用の見積と調査体制について確認した。 
  ３）さらに、カンボジアとボリビアにおいて現地情勢について調査を行なった。2017 年 8 月
下旬にカンボジアで行われた本務校の実地研修に同行する中で、近年のカンボジアの特に農村
部における政治参加行動の実情を調査した。また現地研究者との意見交換を行なった。なかなか
個人ではアクセスし難い農村部の実情を把握することができた。ボリビアでも 2018 年 3月 8日
～25日に識者や現地政府関係者に対して近年の政治情勢について聞き取りを行った。 
  ４）並行して、政治学理論、対象２カ国についての先行研究、調査方法論についての重要論文
を収集し、読了した。 
 
4.3 2018 年度の研究実施内容 
 
当該年度は、研究課題の中核的部分となる世論調査を実施した。カンボジアでの国政選挙（2018

年 7月末）にかかる政情不安のため世論調査の延期が検討されていたが、様々な準備作業を効率
的に進めたことで、2018 年 8月～12月にかけて 3か国での世論調査を実施することができた。 
  2018 年 4月～8月の間には、次の作業を行った。4月 9日に、京都大学東南アジア地域研究研
究所の小林准教授より、カンボジアでの世論調査について情報収集を行った。また、カンボジア
内務省に勤務する知人を通じて、世論調査の遂行可能性について打診を続けた。最終的に調査許
可は同年 10 月に得られた。6月 12日に、早稲田大学にてラテンアメリカ地域を主なフィールド
とする政治学者との研究ミーティングを行った。ここでの議論の結果、比較可能性を考慮して、
モンゴルを含めるべきとの助言が得られた。8 月 24～31 日にボリビア・ラパスにて世論調査会
社とのミーティングを行った。まずボリビアで原案となる質問票を起案した。また、スペイン語
に翻訳された質問票を用いたパイロット調査に同行した。9月 7日に、モンゴル・ウランバート
ルにて Sant Maral Foundation と世論調査についてのミーティングを行った。調査の実施プロ
セスなどについて打ち合わせた。以上より、①調査対象国の選定を終えるとともに、②世論調査
会社の選定を終えた。また合わせて、再見積、技術的な内容についての確認、質問票の現地言語
への翻訳、パイロット調査の確認などの打ち合わせを、Eメールなどを用いて行った。 
 最終的に、3 か国での世論調査を行った。ボリビア（8 月 25 日～9 月 11 日、サンプルサイズ
1000）。モンゴル（10月 26 日～11月 15 日、サンプルサイズ 1200）、カンボジア（12月 7 日～23
日、サンプルサイズ 1003）で有益な結果が得られた。さらに、2019 年 2 月 19 日～3 月 1 日に、
沖縄でも世論調査を行った。 
 



4.4 2019 年度の研究実施内容 
 
当初の計画に沿って、2018 年度に実施したボリビア・モンゴル・カンボジア・日本（沖縄）で

の世論調査結果を分析するとともに、その結果を踏まえた研究成果のまとめ作業を行った。地域
間比較という方法を実施した先行研究は多くなく、調査手法についても新たな基礎研究が必要
とされたことから、アジア地域を対象とした学会、ラテンアメリカ地域を対象とした学会、さら
には地域に限定されない国際学会での発表を通じて議論を盛んに行い、それによって研究成果
を精緻化させる必要があった。2019 年度はその作業を行い、2019 年 5 月 25 日に東南アジア学
会関西例会、7月 6日に Pacific International Politics Conference、8 月 20 日と 22日にボ
リビア現地大学での２度の発表、11 月 16 日にラテンア メリカ政経学会において研究発表を行
った。 
 また、2018 年 2 月から 3 月に日本において抗議行動が継続的に発生している争点イシューで
ある米軍基地の取り扱いについて世論調査を実施した。これは異なる角度から抗議行動にアプ
ローチするもので、我が国の社会状況に照らして比較可能性を探るための探索的研究であると
ともに、県民投票が開催されるなど市民の政治意識が顕在化するタイミングで実証的に調査を
することを可能とする目的があった。他国の調査との比較可能性の検討は未到達であるが、沖縄
単独事例についての知見は 2019 年７月 14 日に日本選挙学会にて共同研究者と研究発表を行っ
た。この発表は、優秀報告賞を受賞した。 
 研究発表は順調に行うことができ、多くの関心を集めてはいるが、国際ジャーナルに投稿する
ためには一層の検討が必要と考えられる。進捗状況に関する自己評価でも記載するが、複数事例
の比較をどのように説得的に行うかは基礎的なレベルでの共通理解が未発達であることもあっ
て、入念な作業が必要とされる。 
 
4.5 2020 年度の研究実施内容 
 
今年度は、本研究課題の最終年度にあたり、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴って延期さ

れていた国際学会での報告などを行った。2020 年 7 月に予定されて いた国際社会学会フォーラ
ム(International Sociological Association Forum)および国際政治学会(International 
Political Science Association)大会がいずれも延期され、前者については 2021 年 2 月に、後
者については 2021 年 7月に延期となった。前者については、2021 年 2月に 2つの報告を行うこ
とができ、後者については本年度中には完遂しないことが明らかとなった。なお後者についても
オンラインでの開催かが決定していることから、参加費以外の費用負担は発生しないため、今年
度で研究機関を一旦終了する方針を取った。 すでにサーベイ結果は分析を進めており、調査対
象となったボリビア、カンボジア、モンゴルについての事例背景を深める作業が必要となったた
め、関係する図書などの文献を入手し、合わせて分析に必要な PC を購入した。これらを用いる
ことで、2021 年 2月の学会報告の準備を有効に進めることができた。 国際社会学会フォーラム
では、Cross-Cultural Design for Measuring Protest Participation: Findings from the 
Survey Using Vignettes in Asia and Latin America と題する報告と State-Led and Movement-
Led Incorporation: A Framework from Latin American Cases と題する報告をそれぞれ行った。
いずれについても、さらにブラッシュアップして英語査読ジャーナルに投稿する予定である。  
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